改正案
第３号様式（第５条第１項及び別表２）
事業概要書兼実績報告書
１　申請者の概要
*は団体・法人の場合のみ記載
	ふりがな
団体名・会社名*
	

	設立日*
	年 　月 　日

	資本金（出資金）*
	
	従業員数*
	名
（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ：　名）

	ふりがな
代表者氏名
	

	連絡先
	

	所在地

	〒



	過去の事業経験
	□ 事業を経営していたことはない。
□ 事業を経営している。（事業内容：　　　　　　　　　　　　　　）
□ 事業を経営していたことがあるが、既にその事業をやめている。
（事業内容：　　　　　　　　やめた時期：　年　月　日　　　　　）



２　開業した店舗の概要
	店舗名
	

	店舗住所
	〒



	加盟商店会
	商店会名：　　　　　　　　　　加盟日：　　　　年　　月　　日
商店会に入って行いたいこと（例：商店街イベントへの参加）：

商店会に期待すること（例：加盟店同士での情報共有）：


	店舗面積
	　　　　　　　　平米
	店舗階数
	　　　階建の　　階

	契約期間
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日



３　事業内容等
（１）事業概要
	店舗開業日
(プレオープン日を含む)
	年　　月　　日

	定休日
	
	営業時間
	

	従業員人数
（内家族数）
	正社員　　　　名（　　　名）／パート・アルバイト　　　　名（　　　名）

	開業の動機
	

	当該補助金以外の補助金申請の有無
	□当該補助金以外の補助金を受けている（※）
□当該補助金以外の補助金を申請中又は申請予定（※）
□当該補助金以外の補助金は受けていないかつ受ける予定もない

	
	※補助金名及び支給団体名：（裏面あり）



（２）業種
	業種
	

	資格・許認可
	あり（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　）／ なし

	事業内容
	



（３）商品・サービスの具体的内容
	① 取扱商品・サービス





② セールスポイント





③ 販売ターゲット・販売戦略（集客方法）





④ 商圏分析の状況








（４）収支計画
　　ア　開業に必要な資金の調達と使途 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：円）
	資金調達方法（収入）
	資金使途（支出）

	項目
	金額
	項目
	金額

	自己資金
	
	店舗賃貸借における
初期費用（Ａ）
	

	金融機関借入
	
	改装費・備品費
	

	親族からの借入・出資
	
	その他運転資金
	

	合計（Ｂ）
	
	合計（Ｃ）
	


※（Ｂ）＝（Ｃ）同額になります





（裏面あり）


　　イ　店舗賃貸借における初期費用及び申請日までに支払った賃料の内訳
　　　　　　　　（単位：円）
	初期費用
（必要に応じて項目を追加・削除してください。）
	金額（税込）
	補助対象経費
	補助対象外経費
（償還される経費・仲介手数料・消費税・商店会費等・振込手数料）

	賃料
	
	
	

	敷金
	
	
	

	礼金
	
	
	

	保証金
	
	
	

	保証料
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	（Ａ）
	（Ｄ）
	



	賃貸借契約日から申請日までに支払った家賃
（必要に応じて項目を追加・削除してください。）
	金額（税込）
	補助対象経費
	補助対象外経費
（償還される経費・仲介手数料・消費税・振込手数料・商店会費等）

	(　)月支払賃料
	
	
	

	(　)月支払賃料
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	（Ｅ）
	


（裏面あり）

	補助金交付額確定申請額について

	（Ｄ）＋（Ｅ）＝
	円（Ｆ）

	（Ｆ）×2/3
	円（Ｇ）

	（Ｇ）の千円未満切り捨て
	　円（Ｈ）

	交付額確定申請額（（Ｇ）または500,000円の小さい方）
	円　　　


　
ウ　開業から12か月間の予想平均月額　　　　　
　　　　　　　　　　　　  　（単位：円）
	費目
	金額
	積算根拠

	売上高①
	
	【売上高】
（例）昼〇円×〇席×〇回転×〇日＝〇万円　
夜〇円×〇席×〇回転×〇日＝〇万円
夜(金、土) 〇円×〇席×〇回転×〇日＝〇万円



【原価率】
（例）〇パーセント

【人件費】
（例）アルバイト２人 時給1,300円×12時間／日×26日＝40万円



	売上原価（仕入高）②
	
	

	売上総利益（③＝①－②）
	
	

	経

費
	家賃
	
	

	
	人件費（※）
	
	

	
	水道光熱費
	
	

	
	その他（消耗品費等）
	
	

	
	小計④
	
	

	営業利益（③－④）
	
	


※個人営業の場合、事業主の分は含めません。

エ　計画した売上高を下回った場合の資金繰り・資金調達方法
	例：創業にかかる自己資金とは別に貯蓄している預金（〇万円）で赤字を補てんする。









別表１の対象者１、２、３(1)について、商店街空き店舗開業支援事業補助金交付要綱第11条に基づき、交付決定兼交付額確定後半年以内に（公財）横浜企業経営支援財団で実施している経営相談を利用いただきます。
提出いただいた事業概要書兼実績報告書（第３号様式）は、同要綱第５条第３項に基づき、（公財）横浜企業経営支援財団及び経営相談を担当する専門家に共有します。
また、経営相談の利用状況・実施内容について、横浜市から（公財）横浜企業経営支援財団に確認を行います。

□　了承しました。　←チェックを付けてください。










